
様式2-2

期 中 の 評 価 個 表

整理番号 1-1

事業名 民有林補助治山事業 都道府県名 岩手県
（防災林造成）

事業実施地区名 前浜（まえはま） 事業計画期間 平成23年度～平成32年度(10年間)

関係市町村名 野田村（のだむら） 事業実施主体 岩手県

事業の概要・目的 本地区は、岩手県沿岸北部に位置し、海岸に沿って国道45号線や三陸鉄道、野
田村中心街の人家・事業所等が集積している。

本地区は、古くから津波の常襲地帯であることから津波・潮害被害等の軽減を
図る目的で、海岸防災林の造成や防潮堤の設置が古くから進められてきたが、平
成18年9月及び10月に風浪により施設が大きく被災した。このため、岩手県は当
該施設を復旧するとともに、「三陸北海岸保全基本計画」を策定し、より強固な
防潮堤及び海岸防災林の造成を目的に平成22年度に当事業計画を策定した。

しかしながら、平成23年3月に発生した東日本大震災により、本地区の防潮堤
及び海岸防災林の全てが破損・流出するとともに、保全対象であった野田村の中
心部が被災したことから、野田村は平成23年11月にまちづくり計画を策定し、新
たなまちづくりを進めることとなった。

このため、海岸防災林の復旧についても、まちづくり計画に即して見直しが必
要となったが、平成22年に策定した当事業は、抜本的な見直しが必要となり、当
計画を中止することとした。

事業中止前の計画内容
・主な事業内容：防潮堤工 930.0m 根固工 930.0ｍ 植栽工 1.0ha

保安林整備 3.0ha

・平成22年度評価時点 総事業費：2,680,000 千円

① 費用対効果分析 本地区は、東日本大震災の津波等により被災し、保全対象であった野田村の中
の算定基礎となっ 心部が被災したことから、野田村は、まちづくり計画を策定し、新たなまちづく
た要因の変化 りを進めることとなった。

平成22年度時点における費用対効果分析の結果は以下のとおりである。
総 便 益(B) 4,595,987千円
総 費 用(C) 2,140,991千円
分析結果(B/C) 2.15

② 森林・林業情 本事業計画策定後、平成23年３月に東日本大震災が発生し、野田村の人家の約
勢、農山漁村の状 3分の1が被害を受けるとともに、村の基幹産業であった漁業をはじめとする各種
況その他の社会経 産業に未曾有の被害が生じた。
済情勢の変化 このため、野田村は復旧復興に向けた新しいまちづくりを進めており、本事業

の保全対象の配置等を含め、社会情勢が大きく変化する見込みである。

・主な保全対象：人家 195戸、農地 41haであったが、まちづくり計画に即した
復旧・復興後の詳細は未定である。
国道 1,500m、鉄道 1,300m

③ 事業の進捗状況 事業未着手のため、該当なし。

④ 関連事業の整備 野田村は、平成23年３月に津波被害を受けて、平成23年11月にまちづくり計画
状況 を策定した。（本事業は、まちづくり計画と調整し、復旧方針及び復旧範囲等を

決定する必要があり、平成27年５月、本計画は抜本的な見直しが必要となること
が判明した。）



整理番号 1-2

⑤ 地元（受益者、 野田村が策定した町づくり計画に即した内容での復旧が要請されている。
地方公共団体等）
の意向

⑥ 事業コスト縮等 事業未着手のため、該当なし。
の可能性

⑦ 代替案の実現可 野田村が策定したまちづくり計画に即して計画を見直す必要があることから、
能性 平成22年度に策定した当事業は抜本的な見直しが必要となり、代替案はない。

評価結果及び事業の ・評価結果、事業中止が妥当。
実施方針
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評価箇所概要図

地  区 名

岩手県

整理番号

事  業 名 民有林補助治山事業（防災林造成） 前浜（まえはま）

H22.3.9撮影

③ 東日本大震災による被害直後の状況

② 東日本大震災による被害後の状況

（保全対象及び施設の殆どが流失）
H23.3.28撮影

防潮堤

国道45号

① 東日本大震災による被害前の状況

国道45号

③
当初計画平面図

事業実施区域

保 全 対 象

凡　　　例

三陸鉄道

N

人家 195戸

農地 41ha

国道 1,500ｍ

鉄道 1,300m ①・② 200ｍ

防潮堤

国道45号

三陸鉄道

三陸鉄道

事業対象区域

保全対象

凡　　例

事業実施区域

保 全 対 象

凡　　　例
事業対象区域

保全効果区域

保全対象
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